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平成23年（2011年）3月11日に発生した東日本大震災は、
東北地方の太平洋沿岸に津波による深刻な被害をもたらし
ました。被災市町村の中でも被災率が高かったのが、最大
14.8ｍの高さの津波が襲った宮城県女川町です。人口約
1万人のうち、死者・行方不明者は 827名にのぼり、町の
住宅の約 9割にあたる約3,900 棟が被害を受けました。
女川町は震災から半年後に復興計画を策定、「減災」を

基本理念に公民連携で「新しい港町づくり」を始めました。
山と海に挟まれ平地が少ない町を津波から守るために、海岸
沿いの低地をかさ上げし、高台に住宅地を造成しました。
さらに、女川駅前の中心市街地に行政、教育、医療、交通、
商業の拠点を集約し、コンパクトな市街地を形成することで、
中心市街地を取り囲む住宅地からの人の流れを集約化し、
人口減少が進む中でも持続的に賑わいを創り出せる町を
目指しています。
平成 27年 3月、温泉温浴施設「女川温泉ゆぽっぽ」が

併設された女川駅が再開し、同年12月には、女川駅と
女川港とを結ぶレンガの遊歩道に沿って、商業施設「シーパ
ルピア女川」が開業しました。「海が見える公園のまち」を
コンセプトにしたシーパルピア女川には、被災した事業者や
町内外から新たに参入した事業者が様々な店を営業しており、
住民や観光客で震災前を上回る賑わいが生まれています。

平成 23 年（2011 年）・宮城県

東日本大震災からの復興
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いざという時に高台へ向かう避難路となるレンガの遊歩道
イベント開催や商業施設で賑わう「シーパルピア女川」
女川町震災復興事業 [ 女川町駅前シンボル空間 ] は 2018 年
グッドデザイン賞を受賞 

（写真提供：公益財団法人日本デザイン振興会）

東日本大震災による津波で建物のほとんどが破壊された 
女川町の中心部（写真提供：女川町）

平 成 27 年 3 月 に 再 開 し た 女 川 駅 の 駅 舎 は、 世 界 的 
建築家の坂茂氏が設計を担当しました。ウミネコが 
羽ばたく姿をイメージした白い屋根が特徴となって 
います。駅舎の 2 階には温泉温浴施設「女川温泉ゆぽっ
ぽ」があります。3 階の展望デッキからは、女川の町
が一望できます。

（写真提供：女川町）

「女川は流されたのではない 新しい女川に生まれ変わるんだ」という思いを持ちながら、 
宮城県女川町は、復興を進めています。

不屈の大地
Build Back Betterの軌跡
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宮城県宮城郡松島町の
「西行戻しの松公園」から

眺める松島湾。公園には
260 本余りの桜が植えら
れています。

（写真：アフロ）

「Biuild Back Better（より良い復興）」とは、2015 年３月に宮
城県仙台市で開催された「第３回国連防災世界会議」の成果文
書である「仙台防災枠組」の中に示された、災害復興段階にお
ける抜本的な災害予防策を実施するための考え方です。
本シリーズでは、災害が発生した国内外の事例を紹介し、過去
の災害を機により良い街づくり、国土づくりを行った姿を紹介
します。

表紙の写真

Build Back Better とは
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我が国には、マンションのストックは約 644.1 万戸 
( 平成 29 年末時点 )、 居住人口は約 1,533 万人で国民
の約 1 割が居住していると推計されます。都市部では 
マンション居住者の占める割合はさらに大きく、東京都
心 3 区（千代田、中央、港）では 8 割を超えています。
堅固な不燃構造の建物であるマンションは、大地震が 

発生したとき居住者の生命を守るシェルターとしての 
役割を果たします。被災後も避難所に行かずマンション
内で生活継続が可能なことが分かってきました。

しかし、電気、ガス、上下水道等のライフラインが
途絶する中で、マンション内で居住を継続するために
は水や食料等だけでなく燃料、トイレ、医薬品等の 

災害 対 策 基 本法 の改 正により平成 26 年 度 
から「地区防災計画」が創設されました。災害の
多い我が国において、行政による「公助」はもと 
より、国民一人ひとりが取り組む「自助」、地域、
企業、学校、ボランティアなど互いに助け合う 

「共 助」を組み合わせることが 重要である中、 
地 域 住 民 が 普 段 から地 域 のリスクを把 握し、 
避難計画を立てる「地区防災計画」の取組みは 
重要です。昨今の災害においても、地区防災計画
が役に立った事例が見受けられました。

平 成 30 年 4 月 1 日時点の「 地 区 防災計 画」
の策定状況を都道府県のご協力をいただきなが
ら、全市区町村に対し調査したところ、23 都道
府県、41 市 区町 村、248 地 区にて「 地 区 防 災 
計画」を市町 村の地 域防災計画に反映 済み、 
また、42 都道府県、132 市区町村、3,206 地区 
にて「地区防災計画」の策定に向け取 組みを 

進めている、ということが分かりました（最終更新 :
平成 31 年 2 月 20 日）。

内閣府においては、これまで、「地区防災計画
ガイドライン」の発出（平成 26 年 3 月）、モデル
事業を実施し、地区防災計画の専門家をアドバイ
ザーとして地区や自治体への派遣（平成 26 ～ 28
年度）、シンポジウムの開催による事例の共有等
を行ってまいりました。このなかで、地区防災計
画を推進するためには、地方自治体、住民のみ 
ならず、地域に所在する企業、外部からくる地区
防災計画の専門家、地域内にいる防災専門家、
NPO、行政等、様々な方々がそれぞれの立場から
工夫しながら、関わっておられることが分かりました。

本特集においては、これらの様々な立場の方々
がどのように地区 防災計 画の策 定に取り組んで 
おられるか、紹介いたします。
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一般社団法人マンションライフ継続支援協会 (MALCA)

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当

地区防災計画
に関わる人々

マンションが取り組む地区防災計画



日本防災士会は「防災士」の資格を有する有志で 
構成された NPO 法人で、全国４７都道府県に支部を 
設置し、現在の会員数は約 9,000 名です。

日本防災士会は結成以来、「会員は地域の防災活動
に参画し、防災計画の策定、実施等について防災リー
ダーとしての役割を果たすことによって、災害に強い 
まちづくりに貢献する」ことを活動理念に掲げ、地域防災 
力の向上を目指して活動を行ってきました。

こうした中、平成２６年に創設された地区防災計画
制度の趣旨は日本防災士会の活動理念と軌を同じく 
します。このため「活動理念を実現することは即ち地区

防災計画制度を推進することである」として、いち早く、
日本防災士会本部に理事長を本部長とする地区防災 
計画推進本部を立ち上げると共に、全国を６ブロックに
分けそれぞれに推進担当理事を指名し、各支部に推進 
部長を置き、地区防災計画の推進を最重要課題に 
掲げてきました。

そして、現在、約３００地区において防災計画策定の
取組みが進行中です。

平成３０年度は、更に推進の徹底を図るため、「会員は 
地区を目指そう！」をスローガンに、地域で想定される
災害から地域住民の皆さんの「命を守る」をコンセプト
にしたキャンペ－ンを展開中で、地区防災計画推進上の 
課題と対策の検討、災害態様別防災計画策定マニュ 
アルの作成、各支部に地区防災計画指導員を養成する
ための研修会、ブロック別地区防災計画推進会議の 
開催等を実施してきました。

当面は、更に取組み地区５００か所を目標にして 
いますが、こうした地区防災計画の推進活動を通じて、
災害から一人でも多くの皆さんの「命を守る」ことが 
できるよう防災コミュニティづくりを目指しています。 

（全国には累計約 16.8 万人（平成 31 年 2 月末現在）
の防災士が認証されています。）

備蓄、円満な共同生活維持や衛生管理等についての
ルールも必要になります。また、損傷した建物・設備 
の復旧には区分所有者の合意のための管理規約の 
整備も不可欠です。発災時の対応についてのマニュアル 
だけでなく、予算措置も含む総合的な防災計画を策定、 
運用できる体制づくりが求められます。

一 般 社 団 法 人マンションライフ 継 続 支 援 協 会
(MALCA) は企業等の事業継続計画 (BCP) と同様の

「マンション生活継続計画(MLCP)」を各マンションで策
定することを支援し、マンションにおける地区防災計画 
策定も推進しています。あわせて「マンション防災認定
管理者制度」を設け、管理組合の防災担当者や自主
防災組織等の担い手となる人材育成を行なっています。

高齢化と人口減少が本格的に進む中、今後マンションは

ますます都市居住の中心となります。マンションの防災・ 
減災を推進するために、居住者と行政などをつなぐ中間
支援組織としての役割を果たしたいと考えています。

日本防災士会 地区防災計画研修
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マンション防災の担い手となる人材育成を実施

特定非営利活動法人 日本防災士会

地区防災計画 
に関わる人々 

防災士が取り組む地区防災計画



市原市は千葉県内最大の広域都市であり、臨海部の
コンビナート地帯、住宅市街地、田園地帯、山間部など 
多様な地勢を有しています。そのため、それぞれの 
地域に対応した防災・減災対策が必要となっています。

「いちはら防災 100 人会議」は、地域の実情に即した 
地区防災計画の策定に向けた第一歩として、2018 年 
2 月～ 6 月にかけて計 6 回開催されました。会議では、
高校生、外国人、障がい者など世代を超えた多様な 
市民 112 人に参加いただき、活発な議論が行われました。 
その成果として、委員の皆さんから頂いたご意見を参考
に、地区防災計画を策定する際の手順や方法をまとめた

「市原市地区防災計画策定の手引き」を作成し、市内全
ての町会・自治会、自主防災組織に配布しました。

2018 年 10 月に修正した『市原市地域防災計画』の
基本的な考えに「地区防災計画」を核とする地域防災
力の向上を位置づけ、市内全ての小学校区での地区 
防災計画策定を目指しています。その取組みのスタート 
として、町会・自治会、自主防災組 織などを対象に 

「地区防災計画策定キックオフミーティング」を 2018 年
12 月 8 日に開催しました。このミーティングでは 91名の 
市民の皆さんに参加を頂きました。市からは防災の取組み 
の現状と手引きの説明を行うとともに、今後の計画策定
の先進事例となる地区防災計画策定モデル地区の募集
案内をしました。また、本市地区防災計画のアドバイザー
による基調講演や、手引きで推奨するワールドカフェ方
式によるワークショップを実施するなど、地区防災計画
策定の機運醸成を図りました。

モデル地区については、応募のあった 3 団体を決定

しました。住民主体によるボトムアップ型の自由な発想
による計画づくりが実現できるよう、地域に寄り添った
様々な支援を行っていく予定です。また、地域主体の 
自助・共助の取組みが持続可能なものとなるよう支援策
の制度化を図るとともに、モデル地区の計画を参考に 
市内全域への水平展開を図っていきます。

地区防災計画策定キックオフミーティング

市原市地区防災計画策定の 
手引き

ＵＲ都市機構は、昭和 30 年に発足した前身の日本住
宅公団の時代から 60 年以上にわたって日本のまちづくり
に携わっており、現在は全国に保有・管理している約 1,500
団地、約 73 万戸のＵＲ賃貸住宅（以下「団地」）における
防災力の向上を進めております。その取組みのひとつが、

自治会住民による地区防災計画の策定のサポートです。
平成 30 年度は、最初の取組みとして尾山台団地

（埼玉県上尾市）及び米本団地（千葉県八千代市）の 
２団地において、アドバイザーの派遣を受け、団地住民 
の防災意識の向上を図るイベントを各団地２回ずつ 

市原市ホームページ

https://www.city.
ichihara.chiba.jp/
kurashi/bohanbosai/
bousai_top/torikumi/
oshirase/modelchiku.
html
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千葉県市原市 総務部 危機管理課

UR 都市機構

団地自治会が取り組む地区防災計画

地区防災計画 
に関わる人々 

「いちはら防災100人会議」が取り組む地区防災計画



国土交通省水管理・国土保全局砂防部（以下、砂防部）
では、これまで「土砂災害警戒区域等における土砂災害
防止対策の推進に関する法律」（以下、土砂災害防止法）
に基づき、土砂災害から国民の生命及び身体を保護する
ため土砂災害が発生するおそれがある箇所を土砂災害警
戒区域等により明らかにするとともに、土砂災害の急迫
した危険がある場合において、避難に資する情報として
土砂災害警戒情報の提供等に取り組んできました。

「平成 30 年 7 月豪雨」において、土砂災害による
死者が 119 名に達するなど未曾有の災害となり、土砂 

災害の被害の実態、土砂災害 警戒情 報、ハザード 
マップ等の検証と今後の対策のあり方を検討するため、
砂防部では「実効性のある避難を確保するための土砂
災害対策検討委員会」を設置し、検討してきたところ 
です。委員からは土砂災害に備えた避難計画を準備して 
いた地区において円滑な避難がなされ、要配慮者への
対応も含め、地区の住民自らが個別の状況を考慮した 
上で地区防災計画を作成することを通じて警戒避難 
体制の強化を図り、実効性のある避難を確保するべきな
どのご意見をいただき中間報告としてとりまとめました。 
今後、砂防部では土砂災害防止法に基づく警戒避難
体制の確保の取り組みとして、地区防災計画を作成 
するための土砂災害に関する技術的助言等の取組みを 
行ってまいります。

予定しています。
尾山台団地では、２月 22 日（金）にイベントの第１回 

となる「みんなの防災カフェ」を開催しました。本イベン
トでは、アドバイザーから近年の災害を通じた安全安心
な団地づくりについてお話いただき、上尾市防災士協議
会からは「あなたのイツモが、モシモを変える」と題して 
日常の備えについて講義いただきました。イベントではは
じめに簡単な運動を取り入れたり、非常食の試食体験や 
防災クイズも行い、団地居住者のみなさまに楽しみながら、 
身近なこととして防災を学んでもらいました。

団地には子育て世帯から高齢者、外国の方など多様
な居住者がお住まいであり、また高齢化が進んでいる 
団地もあるなか、団地の防災力向上には居住者の皆様の
意識の向上、居住者間のコミュニティの形成、担い手の 
育成が不可欠です。地区防災計画の策定支援を通じて、

そういった土壌づくりに臨んでいきたいと考えています。
団地自治会による地区防災計画策定への取組みは 

始まったばかりです。今年度着手した２団地が全国の 
団地や集合住宅のフラッグシップとなるよう、引き続き
サポートを行っていきます。

非常食の試食を楽しむ団地居住者（みんなの防災カフェにて）

国土交通省　砂防部ＨＰ

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/
sabo/index.html

「実効性のある避難を確保するための
土砂災害対策検討委員会」ＨＰ

 http://www.mlit.go.jp/river/sabo/
committee_jikkousei.html
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• 団地内の自治役員会にて防災マニュアルや防災マップを作成

• 自力で避難するのが難しい住民の避難を支援する「担当者」を予め設定

• 平成26年の災害をきっかけに年２回、土砂災害を想定した避難訓練を実施

• 自治会費で防災ラジオを購入し全戸配布

【災害発生状況等】
東広島市黒瀬町洋国団地では約50軒ある人家のうち、約10戸
が全半壊、約20戸が床下浸水。人的被害はゼロ。

【災害の経緯】
7月6日 17：50 土砂災害警戒情報発表
7月6日 19:45ごろ 避難指示（緊急）を発令
7月7日 5：30ごろ 土石流発生

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

0

10

20

30

40

50

60
東広島

7/1 0:00 7/2 0:00 7/3 0:00 7/4 0:00 7/5 0:00 7/6 0:00 7/7 0:00 7/8 0:00 7/9 0:00

1時
間
雨
量

[ m
m

 / 
h 

]

累
積
雨
量

[ m
m

 ]

1時間雨量 [ mm / h ]
累積雨量 [ mm ] 土石流発生7日5:30ごろ

土砂災害警戒情報6日
17:50

避難指示6日19:45ごろ

朝から順次
避難開始

• 渓流の合流点付近に住む高齢女性は、「川の流れが気持ち悪い」と感じ、6

日の16時頃自主避難

• 団地内の高齢者夫婦は6日20時過ぎに、「担当者」である男性に車で迎え

にきてもらい避難

• 土砂が流れる中、高齢者を背負って運んだ人もいた

東広島市黒瀬町の雨量データ

洋国団地における事前の取組

豪雨発生当時の行動

• 「訓練のおかげで、知識は身についていた。避難所に自主的に集まれた。また、動きの取れない人を動かす手順も分かっていた」

• 「平素から団地内で避難時の想定をしていたこと、コミュニケーションを取っていたことが、いざというときの素早い避難につながったのではないか」

元民生委員児童委員の方の声

土石流

洋国団地

被災状況
（東広島市黒瀬町洋国団地）

国土地理院撮影

地域における共助により避難が行われ難を逃れた事例

○ 地域における共助により避難が行われ難を逃れた事例があった。ただし、災害対策基本法に基づく地区防災計画は作成して
いなかった。

○ また、このような取り組みは、必ずしも他の地区に広がっていたわけではない。

国土交通省 水管理・国土保全局砂防部

土砂災害に備えた地区防災計画

地区防災計画 
に関わる人々 



内閣府（防災担当）調査・企画担当

1 はじめに

平成 30 年７月豪雨では岡山
県・広島県・愛媛県を中心に河
川の氾濫、 土砂災害 等が多 数
発生し、死者・行方不明者数が
200 名を超えるなど、近年稀に
みる甚大な被害となりました。

今回の豪 雨では、気 象 庁の 
緊 急会見など、 深 刻な被 害が
発生する恐れがあるとの情報が 
事前に多く発信されていました。
また、気象状況等の悪化に伴い、
多くの自治体から避難勧告等の
避難行動を促す情報が出されて
いたものの、自宅に留まる等に 
より、多くの方が亡くなるという
結果になりました。

今回の豪雨を教訓とし、避難 
対 策の 強 化について検 討 する 
ため、 政 府は 昨 年 8 月に中 央 
防災会議防災対策実行会議の下
に「 平 成 30 年 7 月豪 雨による
水害・土砂災害からの避難に関
するワーキンググループ」（以下、

「WG」） を 設 置しました。WG 
では、被災の大きかった岡山県、
広島県、愛媛県での現地調査を
踏まえ、今後実施すべき対策に
ついて議論が行われ、昨年 12 月

に報告がとりまとめられました。

2 報告の概要

今後の水害・土砂災害からの
避難対策への提言について、下記 
のとおりとりまとめられました。

ⅰ  これまでの行政主導の取組み
の改善と防災行政の現状

行 政は防 災 対 策の充 実に不

断の努力を続けていくが、突
発的に発生する激甚な災害に 
対しては、行政主導のハード 
対策・ソフト対策には限界が 
ある。国民全体での共通理解
のもとで住民主体の防災対策
に転換していく必要がある。

ⅱ目指す社会
これまでの「行政主導の取組み
を改善することにより防災対策
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図１　浸水被害の状況（岡山県倉敷市真備町）

図２　土砂災害の状況（広島県安芸郡坂町小屋浦付近）

平成 30 年 7 月豪雨を踏まえた 
水害・土砂災害からの避難



を強化する」という方向性を根
本的に見直し、住民が「自らの
命は自らが守る」意識を持って
自らの判断で避難行動をとり、
行政はそれを全力で支援する 
という、住民主体の取組みの 
強化による防災意識の高い社会 
を構築する必要がある。

ⅲ実現のための戦略
「 自らの 命は自らが 守る」 と 
いう意識が社会での共通認識
となり、住民が適切に災害を
理解し、防災対策や避難行動
がとれるよう、住民と行政が

一体となった取組みを全国で 
展開する。

3 おわりに

今回の豪雨災害は、行政主導 
の 避 難 対 策の限界を明らかな 
ものとし、国民一人ひとりが主体
的に行動しなければ命を守ること
は難しいということを我々に突き
付けました。

WG の報告では、行政に対し、 
引き続き避難対策の強化に向け 
全 力 で 取り組 むことを求 める 
一方、国民に対し、自然災害に 

関 心 を持 つことや 行 政に命を 
委ねず最後は自らの判断で避難
すること、一人では避難が難しい
方の援助など地域で助け合うこと
などを強く求めています。

本報告を受け、内閣府では、
今後関係省庁と連携し、このよう
な住民の主体的な避難の支援に
向け、避難情報の分かりやすい 
提 供のため避 難勧告等の発 令
に関するガイドラインを改定する 
など、本報告を踏まえた具体的な
取組みを速やかに実行に移して 
まいります。

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/suigai_dosyaworking/index.html

［参考資料］「平成 30 年 7 月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難のあり方について（報告）」
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避難に対する基本姿勢

「自らの命は自らが守る」意識を持つ
 平時より災害リスクや避難行動等について把握する。
 地域の防災リーダーのもと、避難計画の作成や避難訓練等を行い地域の防災力を高める。
 災害時には自らの判断で適切に避難行動をとる。

住民が適切な避難行動をとれるよう全力で支援する
 平時より、災害リスクのある全ての地域で、あらゆる世代の住民を対象に、継続的に防災教育、避難訓練な
どを実施し、「自らの命は自らが守る」意識の徹底や地域の災害リスクととるべき避難行動等の周知をする。

 災害時には、避難行動が容易にとれるよう、防災情報をわかりやすく提供する。

目
指
す
社
会

住民

行政

✓行政は防災対策の充実に不断の努力を続けていくが、地球温暖化に伴う気象状況の激化や行政職員が限られ
ていること等により、突発的に発生する激甚な災害への行政主導のハード対策・ソフト対策に限界

✓防災対策を今後も維持・向上するため、国民全体で共通理解のもと、住民主体の防災対策に転換していく必要

高齢者

地域

子供 災害のリスクのある全ての小・中学校等における避難訓練・防災教育

全国で地域防災リーダーを育成し、防災力を強化

全国で防災と福祉が連携し、高齢者の避難行動に対する理解を促進

①災害リスクのある全ての地域であらゆる世代の住民に普及啓発

専門家（水害、土砂災害、防災気象情報）

①の取組を支援するため、全国で地域に精通した防災の専門家による支援体制を整備

②全国で専門家による支援体制を整備

③住民の行動を支援する防災
情報を提供

リスク情報

防災情報

地域の災害リスクを容易に入手できるよ
う、各種災害のリスク情報を集約して一
元化し、重ね合わせて表示

防災情報を５段階の警戒レベルにより提
供することなどを通して、受け手側が情報
の意味を直感的に理解できるような取組を
推進

現
状

実現のための戦略

 図３ 避難に対する基本姿勢



内閣官房国土強靱化推進室

1 はじめに

我が国は、これまで数多くの
災害の発生により、甚大な被害
を受けてきました。このような中
では、災害が発生する度に長期
間かけて復旧・復興を図るという
「事後対策」の繰り返しを避け、
平時から大規模自然災害等に対
する備えを行うことが重要です。
最悪の事態を念頭に置き、国土
政策・産業政策も含めた総合的
な対応を「国家百年の大計」と
して行っていく必要があります。
本稿では、「強さ」と「しなやかさ」
を持った安全・安心な国土・地域・
経済社会を構築する「国土強靱化
（ナショナル・レジリエンス）」に
ついて、最近の取組みを紹介い
たします。

2 国土強靱化基本計画の
見直し

平成 26 年６月に策定された	
「国土強靱化基本計画」に沿って、	
これまで政府一丸となって国土	
強靱化の取組みを推進してきま	
したが、30年度は策定から約5年	
が経過することに鑑み、社会情勢	

の変化や策定以降の災害から	
得られた教訓、施策の進捗状況
などを踏まえ、12月に同計画の
見直しを行いました（平成 30 年
12月14日閣議決定）。
見直しは、脆弱性評価により、

最悪の事態を回避するための	
施策群（プログラム）の現状及
びその進捗状況を把握するととも
に、フローチャート分析手法を
用いながら、現状改善に必要な	
施策について、プログラム及び	
施策分野ごとに整理・分析して	
総合的に評価し、この結果及び
その後に起きた災害の教訓等を	
踏まえて行いました。主なポイン

トとしては、平成 28 年熊本地震
での長期避難者の健康悪化を踏
まえた避難所の衛生環境の確保
などの過去の災害から得られた	
知見の反映、ICTを活用した国土	
強靱化のイノベーションの推進	
などの社会情勢の変化を踏まえた	
反映、施策の優先順位付けを	
行うための 15 の重点化すべき	
プログラムの入れ替えと関連が
強い５つのプログラムの新たな	
選定、重点化すべきプログラム
等の推進を図るため、達成目
標、実施内容、事業費等を明示
した３か年緊急対策の策定等が	
挙げられます。
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強靱な故郷を創り上げる



今後は、見直した基本計画に
基づき、国土強靱化の取組みを更
に加速化・深化させることにより、
強靱な故郷 (ふるさと)、誰もが
安心して暮らすことができる故郷
を創り上げていきます。

3
防災・減災、国土 
強靱化に向けた 
３か年緊急対策

平成 30 年は、平成 30 年７月
豪雨、平成 30 年台風第 21号、
平成 30 年北海道胆振東部地震
をはじめとする自然災害により、
ブラックアウトの発生、空港ター
ミナルの閉鎖など、国民の生活や	
経済活動に大きな影響を及ぼす
事態が発生しました。このため、
「重要インフラの緊急点検の結果
及び対応方策」（平成 30 年 11
月27日重要インフラの緊急点検
に関する関係閣僚会議報告）の
ほか、ブロック塀、ため池等に関する
既往点検の結果等を踏まえ、
•	 防災のための重要インフラ等
の機能維持
•	 国民経済・生活を支える重要
インフラ等の機能維持

の観点から、特に緊急に実施	
すべき160 項目のハード・ソフト
対策について、概ね７兆円程度
を目途とする事業規模の「防災・	
減災、国土強靱化のための３か年
緊急対策」を取りまとめました。
本対策は、国土強靱化基本	

計画に基づき、同計画における	
プログラムの重点化・優先順位付
けの考え方に従い、全45のプロ

グラムのうち、15の重点化すべき	
プログラム及び同プログラムと	
関連が強い５のプログラムの	
計 20プログラムに当たる施策に
関して、３年間の達成目標を設定
した上で取組みを行うものです。
2018 年度から2020 年度の

３年間で、着実かつ迅速に対策
を実施し、災害に強い国づくり、	
国土強靱化を進めることとしてい
ます。

4 国土強靱化ポスターの
改訂

国土強靱化の取組みは、国	
のみならず、地方・民間・国民が
一体となって取り組んでいます。
こうした取組みを着実に進める

ための一環として、全国各地で	
啓発ポスターの掲出をしており、
国土強靱化基本計画の見直し
にあわせて、啓発ポスターをリ
ニューアルしました。
本年１月上旬以降、関係行政

機関や主な鉄道駅・郵便局等で
掲出していただくと伴に、災害	
対策基本法に基づく指定公共	
機関にも積極的なご協力をいた
だいています。
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本対策の詳細は、以下のURLをご
覧ください。
https://www.kantei.
go.jp/jp/singi/
jyuyouinfura/index.
html



内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当

1 「防災とボランティア
のつどい」とは

本年度の「防災とボランティアの

つどい」は、多様な支援関係者が

交流・意見交換を行うことにより、

平時における顔の見える関係を構築

し、発災時の効果的な連携に備える

とともに、平成 30 年 7月豪雨の際

の愛媛県でのボランティアに関する

取組みを広く全国へ発信するための

機会とすることを目的として1月27

日（日）に愛媛県にて開催しました。

本会には、全国から約 260 名のご

来場を頂きました。

2 開会挨拶

開会にあたり、山本大臣は、全国�

各地での大きな災害をふまえ、災害

と共存していく覚悟が必要であり、

行政・NPO・ボランティア等の連携や、

防災意識社会の構築が必要であると

して、そのためには、関係各者が平

時から顔の見える関係を築いていく

ことが大切であると述べられました。

次に、中村愛媛県知事は、行政

の対応において、被災地域の状況

を的確に把握し、情報発信をするこ

との重要性とともに、地域の防災力
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平成 30年 7月豪雨における情報共有会議（全国・県）

「災害支援ネットワーク 
おかやま」

・�第一回 7月9日�
以後、定期的に開催
・�各回 50 ～ 150 名程度が
出席

・�第一回 7月17日、第二回 7月24日、第三回 7月31日、�
第四回 8月7日、第五回 8月21日、第六回 8月28日、�
第七回 9月11日、第八回 10月2日
・�第二回は、小此木防災担当大臣出席。
（内閣府、厚生労働省、文部科学省、呉市、JVOAD+ 関係団体、
支援P+ 関係団体　等）

主催：�災害支援ネットワークおかやま
事務局：�岡山県社会福祉協議会、�

岡山 NPO センター

事務局：内閣府、JVOAD、支援 P（中央共同募金会）の共同事務局

主催：�ひろしまNPO センター、
JVOAD

事務局：�ひろしまNPO センター
主催：�愛媛県社会福祉協議会
事務局：�NPO 法人えひめリソース

センター

「平成30年 7月豪雨災害支援
ひろしまネットワーク会議」

・��第一回 7月11日�
以後、定期的に開催
・54 団体 65 名が出席

「えひめ豪雨災害・支援情報・
共有会議」
・��第一回 7月23日（大洲市）�
以後、定期的に開催
・各回約70 名が出席

「情報共有会議（社協コア会議）」
・7月10日～（毎日開催）

岡山県 広島県

全国情報共有会議

愛媛県

防災とボランティアのつどい in 愛媛

プログラム
日時：2019 年 1月27日（日）13:00 ～ 17:00
場所：ひめぎんホール（愛媛県県民文化会館）（愛媛県松山市道後町2丁目5番1号）
主催：内閣府・防災推進国民会議　共催：愛媛県
協力：日本防災士会・特定非営利活動法人えひめリソースセンター

Ⅰ．13:00 ～ 13:10　開会挨拶

Ⅱ．13:10 ～ 14:20　全国セッション　　　
「防災における行政・NPO・ボランティアの三者連携のフロンティア」

Ⅲ．14:20 ～ 15:00　基調講演

Ⅳ．15:10 ～ 16:25　愛媛セッション
愛媛県における「防災とボランティア」

Ⅴ．16:25 ～ 16:30　閉会挨拶



の基盤として、防災士の資格取得に�

向けた積極的な県独自の取組みを

紹介されました。

3 全国セッション

本セッションでは、初めに、内閣

府、全国社会福祉協議会、JVOAD

から、三者連携のこれまでの経緯、

今後の課題を概括し、その後、熊本�

地震や西日本豪雨等の近年の災害

から何を学び、どのような課題を�

抱えたのか、それらの課題に対して

どのような取組みが行われ、また今後�

どのようにその取組みを継続して�

いこうと考えているかについて、「連携」

という観点を中心に報告をしました。

次に、パネリストそれぞれが地元

地域での情報共有の取組みを紹介

し、三者連携のあるべき姿について

議論し、それぞれの地域性を考慮�

しながらの全国、都道府県、市町村�

での情報共有会議のバージョン�

アップの必要性、そうした情報共有

会議の下で支援のモレ、ムラをなく�

していくこと、平時からの顔の見える�

関係の構築の大切さなどが結論�

として共有されました。

4 愛媛セッション

本セッションでは、西日本豪雨災

害で被災者支援に関わった愛媛県

内のNPO 等を代表して5団体から

の活動報告なされた後、被災地支

援を行う上での連携の意義や、外部

からの支援との連携に係る課題など

を話し合いました。

5団体の報告を受け、本当に効

果的な被災者支援につなげるには、�

それぞれの地域の特性に合った連携

の組み合わせ方や役割分担の在り方

があること、復興期の三者連携がそ

の後の次の災害に備えたネットワーク

につながることなど、災害時の役割

や機能を議論することで地域の力が

備わっていくことが共有されました。

最後に、継続した活動によって�

顔が見える関係が構築されること、

地域の困りごとをしっかり把握し、

支援のヌケやモレがないような連携

を今後も続けていくことが大切であ

ることが確認されました。

5 閉会挨拶

米澤審議官から、1995年の阪神・

淡路大震災以降、各地の災害での被

災経験を踏まえながらボランティアや

支援の仕組みが構築されてきた経緯

を改めて振り返ると同時に、本会で

の議論の総括を踏まえ、行政・社会

福祉協議会（ボランティアセンター）、

NPO等の三者が、平時からの信頼

関係を構築していくことが重要である

旨を再確認し、閉会しました。

6 イベント成果

イベント後のアンケートでは、�

行政・NPO・ボランティア等の三者�

連携の必要性を感じた方が 90％�

以上を占めました。内閣府としては�

引き続き、行政・NPO・ボランティ

ア等の三者連携を始めとする多様な�

主体の連携構築に向け、取組みを�

進めてまいります。
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強く感じる
89%

やや感じる
17%

どちらともいえない
6%

無回答
2%

大臣挨拶 知事挨拶

＜参加者アンケート＞三者連携の必要性

会場の様子



文部科学省地震・防災研究課

1
地震調査研究推進本部
と長期評価

地震調査研究推進本部（地震
本部）は、阪神・淡路大震災を
契機に、地震に関する調査研究
を政府として一元的に推進する 

ため、文部科学省に設置された
政 府の 特別の 機 関です。 地 震 
本 部 の下に設 置されている地 
震調査委員会では、防災対策の
基礎となる情報を提供するため、
主要な活断層で発生する地震や

海溝型地震を対象に、将来発生 
すると想定される地震の場所、
規模、発生確率について評価を
行い、「長期 評 価」として公 表 
しています。（図 1）

2
日本海溝沿いの地震 
活動の長期評価

海溝型地震とは、２枚のプレー
ト間のずれによって発生するプ
レート間地震と、沈み込む側の
プレート内部で発生するプレート
内地震を指します（図２）。

日本海溝沿いの地震活動につ
いては、東日本大震災を引き起
こした東北地方太平洋沖地震の 
直 後に「 三 陸 沖 から房 総 沖に 
かけての地震活動の長期評 価 

（第二版）」を公表しました。その 
後、調査研究が大きく進展した 
ことから、新たに得られた知見を
取り入れて、平成 31 年 2 月 26 日
に「日本海溝沿いの地震活動の 
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図１　海溝型地震の長期評価 図２　海溝型地震の概念図

日本海溝沿いの地震活動の 
長期評価の改定から見る 
大地震の可能性



長期評価」として公表しました。
今回の評価は、震源域の範囲

や地震発生間隔の多様性を考慮
するとともに、不確実性が大きな
情報であっても、評価に活用する
といった方針に基づいています。
したがって、算出された確率値に
ついてもそのような不確実性が含
まれていることに留意が必要です。

3 評価の対象とした領域
と地震

今回の評 価は、青森県東 方
沖から八丈島東方沖にかけてを 
対象としています。この領域で 
発生しうる地震のうち、プレー
ト間地震については、図 3 に示
す 7 つの領域内で発生する地震 
並びに東北 地方太平洋沖 地震
と同様に複数の領域にまたがる 
震源域を持つ地震（超巨大地震）
について、地震規模とその発生 確率を評価しました。また、プレー

ト内地震については、沈み込んだ
プレート内の地震と海溝軸外側
の地震を評価しました。

4 将来発生が見込まれる
地震の規模と発生確率

前述の地震について、日本海
溝沿いで発生しうる地震の規模と 
その発生確率を評価しています 

（表１）。マグニチュード（M）9 クラス 
の超巨大地震（東北地方太平洋
沖型）については、津波堆積物 
から推 定した過 去の地震 発 生 
年代に基づき評価した結果、平均 
的な地震発生間隔に対し、最新
の活動である東北地方太平洋沖 

地震からそれほど時間が経って 
いないため「Ⅰランク」1 となって 
います。一方、M7～ 8クラスの地震 
は「Ⅱランク」や「Ⅲランク」と 
評価され、日本海溝沿いのいずれ
の領域でも強い揺れや津波など
による被害を及ぼすような地震が 
発生する可能性は高いといえます。

また、日本は世界的に見ても
非常に地震の多い国であり、日本 
国内では、地震の 発 生確率が 
ゼロとなる地域は存在しません。
地震はどこでも発生するという 
ことを念頭に置き、本評価を自治体 
等の防災 対 策や、各家 庭での 
防災意識の向上に役立てて頂け
れば幸いです。
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評価対象地震 発生領域 規模 本評価
注 1

（参考） 
第二版

注 1

超巨大地震 
（東北地方太平洋沖型） 岩手県沖南部～茨城県沖 M9.0 程度 Ⅰ Ⅰ

プレート間巨大地震
青森県東方沖及び岩手県沖北部 M7.9 程度 Ⅲ Ⅲ

宮城県沖 M7.9 程度 Ⅱ注 3 Ⅰ

ひとまわり小さい
プレート間地震

青森県東方沖及び岩手県沖北部 M7.0 ～
7.5 程度 Ⅲ Ⅲ

岩手県沖南部 M7.0 ～
7.5 程度 Ⅲ ―

宮城県沖 M7.0 ～
7.5 程度 Ⅲ注 3 ―

宮城県沖の陸寄り（宮城県沖地震） M7.4 前後 Ⅲ X

福島県沖 M7.0 ～
7.5 程度 Ⅲ Ⅱ

茨城県沖 M7.0 ～
7.5 程度 Ⅲ注 3 Ⅲ

海溝寄りのプレート間地震 
（津波地震等）

青森県東方沖から房総沖にかけての
海溝寄り

Mt8.6 ～
9.0 注 2 Ⅲ注 3 Ⅲ

沈み込んだ 
プレート内の地震

青森県東方沖及び 
岩手県沖北部～茨城県沖

M7.0 ～
7.5 程度 Ⅲ注 3 ―

海溝軸外側の地震 日本海溝の海溝軸外側 M8.2 前後 Ⅱ注 3 Ⅱ

図３　日本海溝沿いで発生するプレート間
地震の評価対象領域（赤で囲まれた領域）

表１　日本海溝沿いで評価した将来発生する地震の規模と 30年以内の地震発生確率

注１：�今後 30 年以内の地震発生確率。色分けは凡
例を参照のこと。

注２：�Mt は津波マグニチュードを表す。
注３：�本評価で評価対象領域・地震を再編したため、

場所と規模の範囲が異なり、厳密には第二
版と対応しない。

1　�日本海溝沿いにおける地震の今後 30 年以内の地震発生確率が 26％以上を「Ⅲランク」、３～ 26％未満を「Ⅱランク」、３％未満を「Ⅰランク」、不明（過去の地
震のデータが少ないため、確率の評価が困難）を「Ｘランク」と表記。

Ⅲランク（高い）	 ：26%以上
II ランク（やや高い）	 ：3〜 26%未満
I ランク	 ：3%未満
Xランク	 ：不明



内閣府 ( 防災担当 ) 普及啓発・連携担当

1 国際復興支援 
フォーラム開会

2019 年１月 18 日、兵庫県の
神戸市において、内閣府や兵庫
県、国際復興支援プラットフォー
ム（IRP）、アジア防災センター

（ADRC）、国連国際防災戦略事
務 局（UNISDR） の主 催による 

「国際復興支援フォーラム2019 ～ 
Build Back Better（BBB）の効果
を届ける～」が開催されました。

開会にあたり、ジョセフ・ライト
マン IRP 運営委員会議長、小平
内閣府大臣官房審議官、金澤兵
庫県副知事が挨拶を行いました。

小平審議官は、「自分の命は
自分で守る」という防災意識の
高い社会を構築する住民主体の 
防災の重要性や、国土強靭化の
ための重要インフラの総点検と
いった「誰も取り残さない防災」
を目指す我が国の最近の取組み
を紹介しつつ、世界のより多くの
人々が連携することの必要性など
を訴えました。

2 特別講演

特別 講 演では、林 防災科 学
技術研究所理事長が「阪神淡路 
大震災後の 10 年の取組みを振り 
返る」と題した講演で、BBB には 

単なる物理的な都市の再建だけで
はなく、「経済を立て直すこと」と、

「生活を立て直すこと」を合わせ
た 3 つのゴールがあり、発災直後
からの時間軸においてはインフラ
復旧の段階、経済及び都市の再
建の段階、生活再建の段階と 3
層構造ではあるものの、別々に
考えるのではなく、将来を見据え
て同時に考えることが重要だと述
べられました。

3 パネルディスカッ
ション

パネルディスカッションでは、
「Build Back Better の 効 果 を
届けるための戦略」と「包摂的な
復興の実現」の 2 つのセッション 
が 行 わ れ、Build Back Strong や 
Build Back Fast が 重 要 な一方、
経済再建や生活再建を見据えて、 
Fast だけでよいのかを考える必
要があるといった議論が行われ
ました。また、すべての人に BBB

の効果を届けるためには、「人を 
中心とするアプローチ」が大切で
あり、コミュニティ内で話し合う 
場を持ち、文化的な観点を含めた 
議論が必要だと述べられました。

4 総括及び閉会

結びに、UNISDR の新垣部長
と内閣府の佐谷参事官から、1：
気候 変 動や人 道問題等の重要 
課題に対応するための組織間の
垣根を越えた連携、2：BBB の
重要性を訴えるための科学的な
エビデンス 3：BBB の効果を届け
るための戦略 4：BBB に向けた 
多くの取組みを復興の時間軸に 
合わせて実行していくこと、がポイ
ントだとまとめられました。また、 
本フォーラムのような世界的な
ネットワークも重要であるとし、 
これまでに蓄積した知識を活用
し、また 1 年かけて新たな知見を
得ていこうと宣言し閉会しました。
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集合写真
ジョセフ・ライトマン
IRP 運営委員会議長挨拶

Build Back Better の効果を届ける
国際復興支援フォーラム 2019 の開催



佐野市危機管理課

1 佐野市の現状

栃木県南西部に位置する佐野
市 は、 平 成 17 年 2 月 28 日 に 
佐野市、田沼町、葛生町の 1 市
2 町が合併し、人口約 12 万人の
都市として誕生しました。市内に
は 167 の町会があり、昭和 53 年
には初めて町会に自主防災組織
が設立され、年々自主防災組織が 
増加し防災意識の向上が図られて
きました。一方、町内会への加入 
率の低下や町会役員の高齢化、 
担い手不足などにより、町会活動
と自主防災組 織の活動 継 続が 
難しい町会も増えてきています。

2 防災士連絡会を発足

そのような中、佐野市では、今後 
発生が予想される首都直下地震
をはじめ、全国各地で発生して
いる大規模水害への備えや防災 
意識を向上させ、町会における 

防災の中心的人材の育成を目的
として、平成 28 年度より防災士育
成の取組みを始めました。防災士
資格を取得した方に対して講座
受講料、教材費、受験料、申請
登録料の全額補助制度を設けた 
結果、防災士資格取得者が年々
増加してきました。しかし防災士 
資格取得後は、個人ではなかなか
活動がままならず、スキルアップ
の機会も限られることから、防災 
士 資 格 取 得 者 が集まり、 平 成
30 年 7 月 30 日に防災士を会員 
とした佐 野市 防災士 連 絡 会が
発 足いたしました。 この 会は、
防 災 士自身 のスキルアップ や 
町会（自主防災組織）との連絡 
及び 交 流、 市や町会 等が主催 
する防災活動への参画又は協力 
などを主な活動として、安全で安
心なまちづくりに寄与するための 
活動を開 始しました。会員は、
30 代から 60 代まで幅広く、自
営 業、 会 社 員、 現 役 警 察 官、 
防 衛 省や 消 防 OB、 専 業 主 婦 
など様々ですが、防災に関する 
知識と意識の高い方々の集まりで
あり、町会での防災講話や防災
訓練への参加をはじめ、自らの 
スキルアップのため避難所運営
ゲーム（HUG）研 修など、発足 
1 年目としては非常に活発な活動
が行えました。また、この活動を 

賛助会員として支援してくださる
個 人や 企 業が出てきたことで、 
企業が社員に防災士資格の資格
取得を支援するなど、市内全域
で広く連携を図りながら防災に 
対 する意 識 の向上が 図られて 
きています。

3 自主防災組織連絡 
協議会の発足

また、2 月には、自主防災組織 
が更なる『共助』を求めて市内 
全ての自主 防 災 組 織を 会員と 
する佐 野市自主防災組 織 連 絡 
協議 会を発足させたことから、
防災士連 絡会が自主防災組 織 
連 絡 協 議 会と連 携して地 域の 
防災リーダーとして歩みを進めて
いこうと考えています。

最後に、この様な活動が広く
市民に浸透し、佐野市の地域防災
力の向上の一助となるよう全員で
力を合わせて活動していきます。

17ぼうさい    平成 31年　春号  （第 94号）

防災士のHUG訓練の様子

防災士連絡会会長　金子好雄氏

防災士を中心に地域防災力を向上



 （一社）福祉防災コミュニティ協会代表理事　鍵屋一

（一社）福祉防災コミュニティ
協会は、平成 28 年 11 月 25 日に 
産声を上げた若い協会です。被災 
現場に行くと、高齢者や障がい
者が非常に厳しい状態になって 
しまいます。そして、支援者である 
福祉施設の職員も被災しながら
の支援活動で大変な思いをして 
います。 事 前に、 福 祉 施 設の 
職 員 が 効 果 的 に 災 害 対 応 を 
学び、計画やマニュアルを作成 
すれば、災害時の困難さは相当 
程度軽減されると考え、本協会

（会長　浅野史郎　神奈川大学
特別招聘教授（元　宮城県知事））
を設立しました。

災害福祉の研究
私たちは、以前から、災害時の 

福祉を研究、実践してきました
が、東日本大震災発生後、平成
24 年度から 26 年度の厚生労働 
科学研究費補助金（障害者対策 
総 合 研 究 事 業 ）「 障 害 福 祉 施
設における災害対応力向上策に 
関する研究」で深く研究すること
ができました。

その成果として、知的・発達障害 
福 祉 施 設での災害対応および 
事 業 継 続 に 関 するヒアリング 
データを内容分析し、入所・通所・
相談支援業務などの災害対応の
困 難さと、 その対応を抽出し、
福祉施設の事業継続計画（BCP）

の 優 先 順 位 を 検 討しました。 
また、震災経験のない福祉施設
関係者のイマジネーション力を 
向上させるエピソード集・教材を
作成しました。さらに、東北 3 県 
をはじめ、横 浜市、名古屋市、 
世田谷区、江東区、練馬区などの 
障害福祉施設を対象として、こう 
した教材を用いた事業継続計画
策定のためのワークショップを 
実施し、得られた知見を踏まえて、
研修プログラムを開発し、さらに
繰り返し実施しています。

これを踏まえて、（公財）東京
都 福 祉保 健 財団らの支援を受
け、特別養護老人ホームの事業
継続計画（BCP）ガイドライン、
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福祉施設の事業継続計画（BCP） 
作成ガイド、福祉避難所マニュ 
アル等を作成してきました。

災害時の支援活動
平成28年4月の熊本地震では、 

発災後の応急 対 策 期には多く
の関係者とともに熊本県益城町 
災害対策本部や避難所支援チー
ムのサポーターとして支援活動
を行ったり、福祉避難所の立ち 
上げに協力したりしました。また、
益城町の仮設住宅を中心に、大塚 
製薬株式会社 及び地元の介護 
ボランティア団体等と連携して、
高齢 者等の熱中症予防のため 
経口補水液を届けたり、ノウハウ
のある団体と連携して仮設住宅内
の棚や手すりの設置、家具転倒 
防止対策を実施しました。

また、平成 29 年の九州北部
豪 雨 災 害、 平 成 30 年 の 大 阪 
北部 地震、 西日本 豪 雨災害に
おいても大塚製薬株式会社及び 
ボランティア団体等と連携して 
支援活動を行っています。

研修事業
本協会の主な事業は自治体や

福祉施設を対象とした研修事業 
です。自治体が集合研修を行う 
ことで、「ひな形」を活用して、多くの 
福祉施設が同時に「福祉避難所 

マニュアル」や「事業継続計画
（BCP）」を作成することができます。

平成 30 年度は、消防防災科学 
センターの委託により、都道府県 
単位では富山県、石川県、三重県 
で福 祉 避 難 所マニュアル 作成
研修を実施しました。その福祉
避 難 所マニュアル 作成 研 修 の 
進め方を紹介します。
（１）前期研修（3時間 30 分）

福祉避難所の課題を認識し、
グループワークにより気づき、理解 
を深めます。自らの福祉施設で
福祉避難所マニュアルの素案を
作成できるよう「ひな形」を説明
します。「ひな形」は電子データ
で研修受講者に渡されます。
（２）施設での素案作成

施設に戻ってから、職員アン
ケートにより災害時の参集可能
性、災害時の課題などを記入して 
もらい、施設職員の参画を進め
ます。アンケート結果等を反映 
して「ひな形」に記入する形で 
福祉避難所マニュアルの素案を
作成します。
（３）後期研修（3時間）

それぞれの福 祉 施 設で 作成 
した素案を持ち寄り、グループ
ワークで相互参照、講師による 
ポイント説明などレベルアップを
行います。福祉避難所マニュアル 
の第 1 版が完成します。

マニュアルは作成して終わりで
はありません。レベルアップする
ために、このマニュアルには訓練 
終了後 に「 課 題 」、「 ありたい 
未来」、「解決年月日」などを記入
する欄があり、PDCA サイクルを
回せるようになっています。

これまでも福祉避難所マニュ
アル作成研修を実施してきました
が、１回限りの研修ではマニュ 
アル 作成 率は低いままでした。 
しかし、２回研修とすることで、
後期研修が終わった施設はほと
んどが福祉避難所マニュアルを
作成できるようになりました。

福 祉 施 設 の 事 業 継 続 計 画
（BCP） や 福 祉 避 難 所 マニ ュ
アル作成に関心のある自治体、 
社会福祉協議会、福祉関係団体
のみなさまには、ぜひ一度、お問 
い合わせください。また、本協会 
の 認 定コー チ や 会 員となって 
一 緒に活動してくださる方々も 
募集しています。

本協会は、赤い羽根福祉基金
から平成 28 年度、平成 29 年度
の2年間にわたり、助成をいただき 
ました。この支援があって、私たち 
はマニュアル のレベルアップ、 
研修手法の点検、見直し、さら
には研修講師の養成を行うこと
ができました。心から感謝申し 
上げます。
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日本損害保険協会

日本損害保険協会は、国内
の損害保険会社を会員とした�
業界団体であり、2017年に創立�
100 周年を迎えました。当会�
では安心かつ安全な社会の形成
を活動の目的としており、その�
一環として、災害時に迅速な�
保険金支払いができるように体制�
を整備しているほか、地域防災力�
の向上のため、平時から、防災�
取組みに努めています。
防災取組みにあたっては、�

行政や学校、マスコミ等と連携�
しながら推進することを方針と�
しており、人命防災と財産防災の
両方の意識を、より広い層へ普及
することを目指しています。
昨今は、甚大な被害をもたら

す大災害が多発していることも�
踏まえ、より多くの方々に対して命
を守ることの大切さや地震保険�

をはじめとするいざという時の�
経済的な備えの重要性を伝え�
られるよう、損害保険業界一丸�
となって、取り組んでいます。

日本損害保険協会の主な 
防災取組み

（１）�ぼうさい探検隊をはじめ�
とした防災教育

ぼうさい探検隊は、子どもたち
の防災意識の向上や地域コミュ
ニティーの強化を目的として実施
している取組みで、子どもたちが
まちを探検しながら、まちにある
防災、防犯、交通安全に関係の
ある施設や設備を発見し、マップ�
にまとめる実践的な安全教育�
プログラムです。毎年度、文部
科学省・内閣府をはじめとした�
各行政組織や民間団体と連携�
してマップコンクールを開催し、

入賞者を表彰しています。
マップコンクールは2004 年度�

から実施しており、これまでの�
応募実績は、延べ参加児童数が
185,468人に、延べマップ数が
26,860マップにのぼります。本取
組みについては、2018 年度で15
周年の節目を迎え、2019 年1月
26日に記念式典を開催しました。

（２）�各地域での防災イベント、
テレビ番組制作・放送

内閣府主催の防災推進国民�
大会への参画をはじめとして、�
自治体・気象庁・大学・学会・マス�
コミ等と連携した防災イベントを�
各地で実施しています。防災�
イベントは、一般の方々を対象と
した講演会やパネルディスカッ
ション等によるシンポジウムのみ
ならず、主に大学生を対象とした
防災リーダー講座や防災・減災の�
拠点をバスで移動しながら親子で�
楽しく学ぶツアー等も実施して�
います。
また、2018 年度には、より

多くの方々に地震保険をはじめ
とした経済的な備えの重要性を
知ってもらうことを目的に2つの�
防災特別番組をはじめて制作し、
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2018 年 12月15日には東京MX
テレビで放送（3月10日に再放
送）し、2019 年2月9日にはBS
日テレで放送しました。
なお、地震保険の普及に�

あたっては、テレビCMやポス
ター、Web 等も通じて、広く周知・
啓発に取り組んでいます。

（３）�防災経済コンソーシアム�
への参画

事業者が事業活動の中で自ら
災害に対する備えを意識し、取り�
組むことを目的に内閣府と下記�
メンバーが一体となった新たな�
枠組みとして、防災経済コンソー
シアムが 2018 年度から立ち上が
りました。初年度の幹事は当会が�
務め、各メンバーの防災取組みの�
共有や、「防災経済行動原則」の�
各メンバーの会員会社等への�
普及を図りました。

【メンバー構成】

外国損害保険協会、経済同
友会、全国銀行協会、全国商工�
会連合会、全国信用金庫協会、
全国信用組合中央協会、全国�
地方銀行協会、全国中小企業団
体中央会、第二地方銀行協会、
中小企業診断協会、日本経済�
団体連合会、日本商工会議所、

日本青年会議所、日本税理士会�
連合会、日本損害保険協会、�
日本損害保険代理業協会、日本
保険仲立人協会

（４）�全国統一防火標語・ポスター

家庭や職場・地域における�
防火意識の向上を図ることを�
目的に、1949 年から消防庁と�
連携して、全国統一防火標語
を募集し、同標語を用いたポス
ターによる啓発事業を実施して�
います。ポスターモデルには若
手女性タレントを起用し、昨今は�
各年度約 20万部のポスターを�
全国の消防署をはじめとする公共
機関等に掲示し、幅広い層への
啓発を図っています。
�

【全国統一防火標語】
2018年度：�忘れてない？　�

サイフにスマホに　�
火の確認

2019年度：�ひとつずつ　�
いいね！で確認　�
火の用心�

（５）�自治体・離島に対する消防
自動車等の寄贈

社会貢献・防災事業の一環とし
て、地域における消防力の強化・
拡充に貢献することを目的に、全国�
の市区町村には1952年度から、
離島には1982年度から毎年消防

自動車等を寄贈しています。
2018 年度は、全国の7 市区

町村と7つの離島の消防団に、
軽消防自動車・消防活動二輪車・
CAFS ユニット積載軽車両等を�
寄贈しました。同年度までの�
消防自動車等の累計寄贈台数は
3,443台となりました。
また、本寄贈事業等については、�

2018年3月の自治体消防70周年
記念式典において、天皇・皇后�
両陛下臨席のもと、総務大臣から�
表彰をいただきました。

（６）�「そんぽ防災Web」による�
防災啓発

上記（１）～（５）の取組みを�
含め、当会の防災事業やコン�
テンツをまとめたポータルサイト
「そんぽ防災Web」を2018 年�
3月15日に開設し、Webを通じた�
防災啓発にも努めております。
本Webの制作にあたり、気象�

庁および損害保険料率算出機構�
等と連携し、風水害（激甚災害）
ごとの被害状況と支払保険金
を並べたデータベースを新たに�
構築し、公開しています。
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東海地方は自動車産業を中心
とした製造業の一大集積地です
が、南海トラフ地震などの巨大
災害の発生が危惧されています。
災害によって東海地方の企業が
深 刻 な被 害 を 受け れ ば、 日本 
経済に大きな影響を与えます。

この東海地方に立地する企業
や 地 域 の 防 災 力向 上に 取り組
んでいるのが、愛知県豊田市の 
愛 知 工 業 大 学 地 域 防 災 研 究 
センターです。平成 17 年 (2005
年 ) に設立された同センターは、 
緊 急 地 震 速 報 の 高 度 化 や 強 
震 動 の 予 測 などの 技 術 開 発、 
社会人防災マイスター養成講座
や 中 学 校 で の 防 災マップ作 成 
などの 防 災 啓 発・教 育 活 動 を 
行なっています。

同センターが企業の防災啓発
の一 環として平成 18 年に設 立 
したのが、「地震に強いものづくり 
地域の会」（あいぼう会）です。
緊急地震速報の研究に協力して
いた企業の間から、防災について 
幅広く話し合える場を設けるべき 
で は、 という意 見 が 出され た 
ことが設立のきっかけでした。

あい ぼう会 は、 従 業 員 数 が
100 名から1,000 名ほどの製造業 
の企業を中心に、大学や地域コ
ミュニティ団体など 56 組織が会
員となっています。同会の運営 
と活動には、会員企業の防災対策 
を担う実 務 担 当 者 が 参 加して 
おり、彼らの防災に関する知識の 
取得や会員相互の交流を通じて、 
企業防災力が向上することを目
指しています。また、アドバイザー
として愛知県や豊田市などの地方 
公共団体、専門委員として経済
団 体、商工会 議 所、電力会社、
ガス会社が参加し、活動への助言 
や外部評価を行なっています。

あいぼう会では、大学や公的
機関の防災専門家が講演を行う

「防災ワークショップ」、先進的な 
防災対策を実施している施設を
視察する「見学会」、実際に防災 
活動を体験する「講習会」などを、
年 間を 通じて開 催しています。
東日本大震災後には、宮城県の
石巻市と女川町で、市長、町長、
被 災 企 業を訪 問した他、 宮 城
県庁で企業の復旧・復興を担当 
する職員を講師に招いて講演会

も開催しています。
「私たちの活動には企業の防

災担当者が業務の一環として参加 
しているので、その成果が各社の 
防災対策に反映されやすくなって 
います。元参加者の中には、退職 
後、地域の防災活動に取り組んで 
いる人もいます」と同会の会長で、 
愛知工業大学地域防災研究セン
ター長の横田崇さんは言います。

あいぼう会は企業内の防災人
材の育成が評価され、設立 10 年 
目の 平成 28 年には「 防災まち
づくり大賞」( 消防庁長官賞 ) と

「防災功労者内閣総理大臣表彰」
を受賞しました。
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内閣府 （防災担当）普及啓発・連携担当

防災リーダーと
地域の輪

災害に強いものづくりの町へ

愛知県豊田市の「地震に強いものづくり地域の会」（あいぼう会）
は、企業の防災担当者の人材育成を通じて、東海地方の企業
防災力の向上を目指しています。

第38回

地震に強いものづくり地域の会
（あいぼう会）



 

事業の継続

現在、あいぼう会が特に力を
入れている活動が、BCP（事業
継続計画）の普及です。BCP は、
自然災害やテロなど突発的な事
態に遭 遇した 場 合 に、 被 害 を 
最小限にとどめ、迅速な復旧を
行い、短期間で企業活動を再開
させるための計画で、復旧すべき 
業務の優先順位や緊急時の連絡 
体制、避難計画などを策定します。 

BCP 策 定 後には、 その実 効 性
を評価するための訓練も必要と
なります。

あいぼう会は、平成 30 年度に 
「BCP 塾」を 1 年にわたって開催、 
BCP 策定のポイントや訓練の方法 
などを紹介しました。あいぼう
会が会員企業を対象に実施した 
アンケートでは、BCP を策定して 
いる企業の割合は 77% に達して 
います。しかし、BCP を踏まえて 
訓練を行なっている企業は 33%

にとどまっています。今後は、会員 
企業の従業員の間で LCP （生活 
継 続 計 画 ） の 普 及 を 進 め る 
予定です。LCP は、個人や家庭が 
災害などに遭った場合に、被害を
最小限に抑え、生活を早期に復
旧させるための備えで、家屋の耐
震補強、家具の転倒防止、非常
用品の準備、緊急時の家族間の 
連絡方法の確認などが含まれます。

「従業員やその家族が安全で
いられることは、企 業にとって
も防災力の向上につながります。
BCPと合わせて LCP も策定する 
ことが大切なのです」と横田さん 
は言います。

あいぼう会では現在、会員企業 
6 社を対象に、従業員の自宅で
の家具固定の状況などについて
アンケート調査を行なっています。 
今後は、地域の中で防災活動がで
きる企業や従業員に関する調査 
も進 め、 企 業、 従 業 員、 行 政
と連携した地域の防災力向上の 
仕組みを作っていきます。

（画像提供：すべて  あいぼう会）
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ぼうさい夏号は 2019 年 6 月発行の予定です。

● 編集後記
最近、「地区防災計画」という単語をよく 

耳にしませんか？地区防災計画とは住民や
事業者が自発的に行う防災活動に関する 
計画です。今号の特集を通して「地区防災
計画に関わる人々」の取組みを知り、災害が 
いつ起きても大丈夫と思えるように、みな 
さまの地域で取り組んでみませんか？ 

地区防災計画は策定自体が目的ではなく、
計画に基づき日頃から地域や自治体の方と協
力し、防災活動を継続することが重要です。
災害時に取るべき行動を事前に話し合い、 
いつ起こるか分からない災害に備えましょう。

講習会で家具固定の方法を学ぶ会員 愛知工業大学のキャンパスで開催される 
「BCP 塾」

東日本大震災で被災した企業を訪問する会員 豊田市消防本部の応急手当講習を受ける会員

ぼうさい 春号  [No. 94]

ご意見・ご感想を、内閣府（防災担当）広報誌「ぼうさい」担当宛で、はがき、FAXにてお寄せください。
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防災ポスターコンクール入賞作品第34回

防災担当大臣賞（5作品） 

防災推進協議会会長賞（5作品） 審査員特別賞（2 作品） 

幼児・小学 1・2 年生の部
三浦 琉依 さん

（愛知県 / だれでもアーティストクラブ）

中学 2・3 年生の部
平 瑠梨 さん

（福島県 / 会津若松市立第一中学校） 

高校生・一般の部
清重 郁子 さん

（徳島県 / 名西郡石井町） 

中学 2・3 年生の部
松本 涼花  さん

（大阪府 / 寝屋川市立第二中学校）

幼児・小学 1・2 年生の部
西田 陽平 さん

（徳島県 / アトリエ遠渡（髙木教室） ）

小学 3 〜 5 年生の部
堀川 祐来 さん

（東京都 / 江東区立北砂小学校） 

長澤 優梨 さん 
（愛知県 / 一宮市立木曽川中学校） 

三村 珠貴丸 さん
（岡山県 / 岡山大学教育学部附属中学校）

受賞作品は http://www.bousai.go.jp/kyoiku/
poster/34prize/34_1.html からご覧になれます。

小学 6 年生・中学 1 年生の部
目黒 史歩 さん

（大阪府 / 八尾市立龍華中学校） 

小学 3 〜 5 年生の部
後藤田 悠貴 さん

（徳島県 / アトリエ遠渡（髙木教室））

高校生・一般の部
杉山 哉太 さん

（静岡県 / 加藤学園高等学校） 

小学 6 年生・中学 1 年生の部
庄司 美季 さん

 （埼玉県 / さいたま市立植竹中学校）




